
デジタル田園都市国家構想

推進交付金（ポイント）
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【資料２】



デジタル田園都市国家構想とスーパーシティの関係性
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出所： 第３回 スーパーシティ型国家戦略特別区域の区域指定に関する専門調査会資料



「デジタル田園都市国家構想」はデジタルの力で、「暮らし」「産業」「社会」を変革し、地域を全国や世界と有機的につなげていく

取組であり、前橋市においても活用を想定している

「デジタル田園都市国家構想」のイメージ 「デジタル田園都市国家構想推進交付金」の概要

デジタル化を活用した地域の課題解決や魅力向上に向けて、
• データ連携基盤を活用し、複数のサービス実装を伴う取組（TYPE２・3）

• 他の地域等で既に確立されている優良モデル・サービスを活用した実装の

取組（TYPE1）

を行う地方公共団体に対し、その事業の立ち上げに必要なハード／ソフ

ト経費を支援。

 デジタルの力で、「暮らし」「産業」「社会」を変革し、地域を全国や世

界と有機的につなげていく取組。

 国が整備するデジタル基盤の上に、共助の力を引き出し、各地域で

全体最適を目指したエコシステムを構築する。

 常時発展・改革していくためにも、知の中核として大学を巻き込み、

関係者全員でEBPMを実践することが必要。

デジタル田園都市国家構想推進交付金の概要
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デジタル田園都市国家構想推進交付金のTypeと共通要件

「デジタル田園都市国家構想」では都市を3つのTypeに分類しており、いずれのTypeを目指すにせよ
「①.共助要件」・「②.デジタル原則要件」・「③.オープン基盤要件」の3つの要件を達成する必要がある

デジタル田園都市国家構想のTypeの分類

デジタル田園都市国家構想の共通要件

⇒前橋市においては全国の取組をリードするType3での申請を念頭に置いて対応を進める

特定されたVisionの下、
複数の事業者が連携し、

サービスの生活実装に

取り組んでいること

①.共助要件

官民および民間事業者間での

相互連携性の確保をはじめ、

デジタル原則にコミットしていること

②.デジタル原則要件

オープンなデータ連携基盤を

活用する(予定のものである)こと
全国展開の可能性を持つこと

③、オープン基盤要件

⇒前橋市においてはスーパーシティ構想等の検討の中で上記の3要件と重なる形での対応を既に進めている
4



デジタル田園都市国家構想推進交付金Type ２、 Type ３の概要

【現時点での予定】
●令和４年４月４日オンライン説明会
●令和４年４月中（20日・27日前後）事前相談会対応
●令和４年５月１３日実施計画提出期限
●令和４年６月中交付決定

【Type ２、３に求められる要件】
●デジタル原則への準拠及び共助条件（①技術実証ではなく、
生活への実装を目指すものであって、②一過性ではなく継続的
に取り組み、③将来的には全国展開を志向するものであるこ
と）の充足のための取組方針を実施計画に明示していること。
●パブリッククラウド上のオープンなデータ連携基盤を活用し、複
数のサービス提供事業者が同基盤上でサービス提供するものであ
ること。
●Well-Beingに係る指標について、準備ができた段階で指標を
測定し、結果の常時公表を行うものであること。 5
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先日ご説明したとおり、地域のデジタル化を巡る取組は、 医療、教育、交通など、分野毎にバラバラに行われて
いる傾 向があります。これらの様々な取組を、Well-Beingの向上と いう、まちづくり全体が目指すべき目標に向けて
融合し、み んなで一緒に山頂を目指していくことが、デジタル田園都市の構築にも不可欠だと考えています。
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このスライドはこれまでも使っていますが、デジタル田園都市を実現していくには、プロジェクトをたくさん作るだけ
でなく、それを「持続可能な地域産業」へと育てていくことが必要となります。活き活きとした産業があってはじめて
Well Beingの向上、魅力的な街づくりが可能になる。そのためには、地域の課題解決から世界に飛び立つ産業が育
つエコシステムを構築することが必要です。
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取組全体の見取り図を作ってみました。現在、図の真ん中にあるように、様々なプロジェクトが、
交付金をはじめとする国の支援策や民間からの支援で行われています。しかし、ここで大きな課
題が残ります。というのも、肥大化しがちなStep2の前後で、次の二つの取組、すなわち、Step1と
Step3が圧倒的に弱いのが実情だからです。

① まずはStep1として、プロジェクトを始める
前に、必要となる地域内外の人材を集める流
れを作る作業が必要です。こ
れがないままプロジェクトを公募するから、結
局事業を、都市部の大企業まるごと持って行
く、といったような地元不在のプロジェクトを生
み出してしまうことになります。プロジェクト
は、その設計の中身以上に、誰が担うかが重
要です。とにかく、一定密度になるまで元気な
人材を集め続け、「人の流れを作る」ことが重
要です。

② もうひとつ。Step3として、プロジェクト終了
後に必要となる、具体的に投資を受け事業化
を進め、仕事を作るという作業が欠かせませ
ん。現状、プロジェクトの事業化、すなわち新
規事業の立ち上げを支える環境が、地域で
は圧倒的に弱いのが実情です。しかし、これ
を放置しておくと、いつまで経っても補助金事
業を量産し続けるプロセスから抜け出せなく
なります。もう地域経済も、この問題から目を
背けているわけにはいきません。

加えて、スタートしたサービスをしっかりと
サービス間で連携させ、共助のビジネスモデ
ルを作り上げていくことも重要になります。

以下、順に、それぞれのポイントと取組を見て
まいります。
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我が国は、製造業で見てもサービス業で見ても、G7各国の中で最も新しいことをしない国になりました。労働生産
性の推移を見えると、生産性の高い製造業セクターへの労働移動が続いた昭和の時代は、良質・均質な労働力に
支えられて生産性をどんどん伸ばしました。しかし、製造業の雇用吸収力が頭打ちになり、伸び代をサービス業に求
めることが必要となった2000年前後以降、我が国の生産性の伸びはピタリと止まっています。多様性と創造性に富
んだ人材の活躍の場がなかなか作れなかったことが大きな原因の一つでしょう。
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都会の暮らしや、大企業における働き方は、多様性ある暮らしや様々なビジネスにチャレンジし
たい創造的な人材にとって、閉塞感のある空間になっている恐れがあります。このため、Step1と
して、思い切り自分の力試し・力磨きをできるような、自由で活力ある暮らしとビジネスの実践の
場を、地域にこそ、実現し、外国人材も含め、多様な人材を地域に引き込んでいくことが重要では
ないでしょうか。

かつて米国も、大きな組織が生み出す経済
活動に一定の限界が生まれ、対応できる業種
とできない業種が明らかとなり、そして、その経
済の生態系は、東海岸と西海岸の二つの異な
る生態系へと分かれていきました。
ならば、我が国でも、大きな組織を中心とした
「東京」と、コミュニティをベースとした「非・東
京」（非・東京が東京の中にあってもいいのです
が）という二つの生態系にわかれていってもい
いのではないかと思い始めています。
いわば、令和の二都物語ですね（シリコンバ
レーを巡っては、「現代の二都物語」という有名
な本があります。）。
そして、様々なエリアから集めた多様な人材
が生み出す力を、地域でこそ発揮させるべきで
はないでしょうか。
我が国では、多様性は、ややもすれば、男女
平等、障害者の方への配慮など、受け入れな
ければならないポジティブな価値観という見方
をされることもあります。でも最近、僕は、多様
性こそが、正面から手に入れるべき活力の源
泉であり、我が国はもっと、多様性が生み出す
力と正面から向き合わなければいけないと感じ
始めています。それを上手に活かすのは、大き
な組織と秩序が根付く「東京」には、なかなか
難しい。他方で、四国の三豊、島江の海士町は
じめ、最近、それを地で行く地方創生の成功
ケースも増えてきているように感じてます。なか
なか単純に比べることはできないかもしれませ
んが、デジタル田園都市では、こうした流れを
強力に後押ししていきたいです。
なお、参考まで、人の流れを生み出すための
施策例をスライド右側には例示してみました。
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ただし、このStep1のステージで、せっかく、こうした人材を集めることができても、彼ら彼女らが地域の中でバラバ
ラに分散していては、その力を十分に活かせません。
インクルーシブスクエアと呼ばれる、密度と包摂性の高い空間に、創造性高く多様な人材を集めること。事業を進め
る側、育てる側含めて、様々な関係者が集まる場を作ることが重要です。
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「書かない窓口」にはじまり、地域通貨や・ポイント、防災、NFTの導入など、国の支援の下でも、既に様々なデジタルを
活用したプロジェクトが動き始めています。こうしたプロジェクトは、結果として内外の人材を呼び込むインセンティブにもな
ります。
このStep２の段階では、国や民間企業等からの支援など使えるものは何でも貪欲に使って、育てていくことが肝要です。
特に、企業版ふるさと納税など、課題解決に関する企業からの支援は増える傾向にあります。次のページにある、官民の
間のマッチングを進めるSDGｓプラットフォームなどを通じ、どんどん、民間の力も活用していただければと思います。
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官民の間のマッチングを進めるSDGｓプラットフォームなどを通じ、どんどん、民間の力も活用していただければと
思います。
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暮らしの現実を見ると、多くの人が、教育、医療、介護、仕事など、様々な局面で、それぞれに多様な課題を持っ
ています。子供の教育が心配で地方に行けない人、医療が心配で今ある病院のそばにとどまる人。介護があるか
ら地域から出れない人。事情は色々です。裏を返せば、これら一つ一つが、大きなビジネスチャンスになり得ま
す。各局面でも、特定のサービスによる断片的な課題解決に満足せず、個人個人の多様なニーズ・価値観の充足
を目指し、暮らしを巡る全ての局面で、デジタル・ビジネスを実現していくことが求められています。
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デジ田構想に係る取組のスタートは、
様々なやり方があります。例えば、行政
のデジタル化、スマート農業といった「各
テーマ別サービス」、ベーシック・インフラ
サービス、デジタル公民館といった「包括
的サービス」、スーパーシティや脱炭素先
行都市のような地域における目的やある
べき姿の実現に向けての取組である「目
的型パッケージ」などがあります。
ただし、サービスメニューを充実させプ
ロジェクトを量産していくだけでは、それ
ぞれが持続可能な事業にはなっていきま
せん。取組の後半段階では、これらを地
域に根付いた持続的な産業にしていくた
めの、スタートアップ・エコシステム作りが
必要です。
そして、そのエコシステムの力によっ
て、各地域、新事業・新サービスが生ま
れ、それに市民やコミュニティも担い手と
して参画することで、それが再びスタート
アップ・エコシステムを更に大きく広げて
いく、そういうWell-Being向上を目指す好
循環を生み出していかねばなりません。

Step２からStep3への移行、プロジェクトが集まり出した状態からスタートアップ・エコシステム
の構築へと移行するに当たってのポイントについてです。このスライドが、全体の取組の見取り
図（スライド2）と並んで、今回の牧島プレゼンの一つのポイントです。
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そのためには、Step３として、地域からでもできる様々なスタートアップ・エコシステムづくりに、チャレンジしてい
く必要があります。これらの点については、資料11、小林大臣資料において具体的な拠点都市等のご説明があ
ります。
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データ連携基盤の活用をはじめサー
ビス間の連携を進め、立ち上げたプロ
ジェクトが有機的に連携して市民の暮ら
しに根付いた持続可能な産業となって
いくこと、複数のサービス事業者が、市
民の参加も得ながら、共助のビジネスモ
デルを育てていくことが大事です。

これは、純粋にデジタル投資の採算
性という点を見ても同じことが言えま
す。人口減少が進む中、それぞれの
サービスがバラバラにデジタル基盤に
投資をしていては、相互運用性が担保
されず不便なものが量産されてしまうこ
とに加え、そもそも、誰もその投資の成
果を回収できません。様々なサービス
がデジタル基盤をシェアし、共同でその
運営を支えつつ、それぞれの独自の
サービスを展開していくことが期待され
ます。これは、シェアードエコノミーや、
サーキュラーエコノミーといった視点の
取組にもつながってまいります。

エコシステム作りと同様に重要となるのが、共助のビジネスモデル作りです。

プロジェクトの数を徐々に増やしていくプロセスで、その産業化を図ると同時に、生活を支える
「デジタル生活基盤」の確立に向け、共助のビジネスモデルを確立していく必要があります。ど
んなサービスを念頭に置いているか、スライドの右側をご覧ください。
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これらの取組を進めるために、デジタル実装を実現していく施策をまとめてみました。デジタル基盤の整備、資金環
境整備、規制緩和、オープンデータ、スタートアップ・エコシステム作りなど、様々な側面から、関係府省庁と連携して
取り組んでいきます。
これからデジ田交付金のType2/3の事前相談が始まります。本交付金を契機に、プロジェクト同士を本格的に連携さ
せ、スタートアップ・エコシステムや共助のビジネスモデルの確立に挑戦される地域が増えることを期待しています。


